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１０月の花 竜胆（リンドウ）
リンドウ科 花言葉 「悲しんでるあなたを愛する」「誠実」「正義」

日本原産のリンドウは古くから日本人に愛されてきました。開花期の秋になると、日本中の
野山でリンドウの花を見ることができます。清少納言の「枕草子」にも登場しています。ま
っすぐに伸びた茎に複数の鐘型をした花を咲かせます。天気の良いときだけ太陽に向かって
まっすぐに開花して、くもりや雨や夜には花を閉じてしまうのが特徴的です。古くから漢方
薬としても重宝されており、古代ローマ時代にヨーロッパにも伝わりました。名前の由来は、
草の根が「熊の胆（熊の胆のうを干したもの）」のように苦いことから、最上級を表す竜の字
を冠して「竜胆」と称され、その音読みの「りゅうたん」が「りんどう」に転訛したともい
われます。飛鳥時代の冠位十二階では紫が最高位の色であるため、紫色のリンドウは敬老の
日に贈られる花としても知られています。スイスではリンドウを国花として制定しています。

相続した20世帯の賃貸マンションが築20年を
超えます。ここで空室が出たので管理会社か

らリノベーションの提案がありました。いつもの

原状回復工事では現行8万円の賃料が難しいこと
と、設備も20年を経過して耐用年数が迫っている、
というのが理由です。予算は300万円です。多額の
費用をかけるべきかどうか経験がないので悩んで

います。このようなケースで決断を助けてくれる

基準のようなものはありますでしょうか？

一部屋に300万円を投資するのが正しいの
か、悩むのは当然です。結論から申し上げる

と「これが正解です！」というお答えはありませ

ん。理由は、大家さんの賃貸経営に対する考え方

によって答えが異なるからです。築年数の経過し

た賃貸物件の大家様には、①建物設備が使える間
は経営を続ける、②何年か（例えば10年）で賃
貸経営をやめる、という選択があります。①と②
の大家さんにとって300万円の投資への答えは違う
はずです。10年くらいで経営をやめる場合でも、
③取り壊して更地で売却するか、建て直して経営
を始める、④土地・建物のまま売却する、という
方で答えが異なります。さらに、賃貸経営を続け

るとしても、⑤程度の良い状態を維持して高く貸
せるように経営したい（老朽化マンションで終わら
せたくない）、⑥お金はかけずに賃料を下げるな
どで対応したい、というお考えの大家さんもいる
でしょう。①から⑥の大家さんには、それぞれの

解答があるわけです。地主さんが税金対策で賃貸

経営されているなら売却という選択はないでしょ

うから、長く経営するという方針が普通だと思い

ます。不動産投資で所有している方は出口戦略が

ありますので、売却のタイミングを探っているで

しょう。相続されて1年未満の質問者様は、まだ明
確な方針をお考えにはなっていないかもしれませ

んね。よい機会なので、一度考えてみてはいかが

でしょうか？

経営の方針が異なっていても、「300万円の投資
という提案」への答えを出さなければなりません。

その時の判断基準について考えてみましょう。多

額の投資に対して大家さんには２つの疑問がある

はずです。それは、Ａ．採算がとれるのか？ と、

Ｂ．他にも選択肢があるのではないか？ という

疑問です。空室を埋めるには、300万円の投資の他
に、家賃を下げる、数10万円の少額リフォームを
行う、といった選択肢もあるからです。どの方法

でも、適切な家賃設定ならば、お部屋が決まらな

いことはないはずです。その答えを出すために、300
万円の投資をした場合と、それ以外に考えられる

対策の、すべての収益予想を作って比較するとい

うのが、お勧めする方法です。

収益予想で用いる数値は以下の5つです。

一部屋だけの収益予想に「空室率」とは？ と

思うかもしれませんね。実は収益予想が１年分で

は参考にならないので、10年程度の期間を計算し
たいのです。すると2～3回の退去があり、募集に
要する期間も対策ごとに違うので空室率も変化し

ます。本当は「粗利益」ではなく「収益」を算出

したいのですが、一部屋ごとに運営費を計上でき

ないので、工事費を経費として差し引いた「粗利

益」で代替します。300万円のリノベーションの収
益予想は以下の通りです（年単位です）。

家賃値下げ案の収益予想は以下のとおりです。

２つを比較すると、10年間に稼ぐ粗利は「家賃
の値下げ」が累計で350万円ほど多くなりました。
「10年程度で取り壊す」という大家さんにとって
は、家賃を下げる方が正しい選択かもしれません。

しかし、長く経営を続ける、という大家さんは、9
年目10年目の粗利益を比べれば、この後の10年間
で大きく逆転することが見えますので、300万円の
投資の意義が確認できるのではないでしょうか。

もし、質問いただいた大家様の方針が、できる

だけ長く経営する、程度の良い状態を維持して高

く貸せるように経営する、という方針でしたら、

これらの収益予想から、300万円を有効に投資する
という経営判断が見えてくるのではないかと思い

ます。

１．募集賃料 ２．空室率

３．実際の家賃収入 ４．経費 ５．粗利益



アパートと月極駐車場を所有しているAさんに
は子供が2人います。将来の相続税対策で子供に
アパートと駐車場を生前贈与しようか、と考え

ています。その方法とメリット・デメリットを

考えたいと思います。

生前贈与には「暦年課税」と「相続時精算課

税」の2種類があります。相続時精算課税は選択
性ですので、特に選ばない限り暦年課税となり

ます。暦年課税は、毎年1月1日から12月31日ま
でに贈与された財産の合計額が110万円を超える
場合に、超過累進税率（10％～55％）で課され
る贈与税を支払う方式です。一方の相続時精算

課税は、60歳以上の父母または祖父母から18歳
以上の子または孫に対して財産を贈与した場合

に2,500万円までは贈与税を払わずに済む制度で
す。そのまま課税を猶予されるわけではなく、

贈与者が亡くなった時に贈与財産を贈与時の価

額で相続財産に加算して相続税が課税されるこ

とになります。相続時精算課税制度は、一度選

択すると永久にこの制度が継続されます。110万
の非課税枠は使えなくなることにご留意くださ

い。

検討している課題の基本数字は以下の通りです。

アパートと駐車場を子供２人にそれぞれ相続

時精算課税で贈与する場合の評価額をみてみま

しょう。アパートの家屋の贈与時評価額は固定

資産税評価額と同額ですが、貸家の用に供され

ている家屋は、その固定資産税評価額に借家権

割合と賃貸割合を乗じた価額を控除して評価し

ます。借家権割合は全国一律で30%となります
ので、Aさんのアパートの建物を贈与する際の評
価額は2,450万円となります。

3,500万円－（3,500万円×30％×100％）

一方の駐車場は原則として自用地の評価額に

なりますので、贈与時の評価額は2,500万円とな

アパートの固定資産税評価額（建物） 3,500万円

駐車場の固定資産税評価額（土地） 2,500万円

アパートの収入 年間1,500万円（所得600万円）

駐車場の収入 年間400万円（所得300万円）

ります。それぞれの評価額が2,500万円以下なの
で贈与税はかからないことが分かりました。し

かしAさんが亡くなった場合には、贈与時の価額
である4,950万円（2,450万円＋2,500万円）が相続
財産に加算されて相続税が課税されます。相続

時精算課税による移転では、相続時に贈与時の

価額で相続財産に加算されるので、不動産の移

転による相続税の節税効果は難しいです。また

建物の評価額は、一般的に贈与時より相続時の

方が下がりますので、贈与時の高かった評価で

課税されるのは「マイナスでは？」と思うかも

しれません。

今回の相続時精算課税をAさんが適用する最大
のメリットは「収益を生み出す不動産を生前贈

与すること」です。収益を生み出す不動産を生

前に子供などに移転すれば、その収入はすべて

子供の収入となり、Aさんの財産が増えることは
ありません。仮に、Aさんが贈与から10年後に亡
くなった場合には、所得合計900万円（600万＋300
万円）の10年分の9,000万円（本来は税引き後と
なるので金額は小さくなる）を相続財産から除

外することが可能です。子供に収益を分散する

ことで所得税の節税にもなります。

アパートの土地はどうするのか？ と思われ

た方もいるかもしれません。今回のケースは、

アパートの土地を加えると評価額が合計で2,500
万円を超えてしまい、超過分には20％の贈与税
が課税されてしまいますので、贈与するのは「建

物のみ」とします。アパートなどの賃料は建物

の所有者に入ってきますので、建物のみの贈与

でも賃料はすべて子供に入りますから、土地ま

でも贈与する必要はありません。また、土地は

親名義のままですので地代の問題がでてきます。

子から親に地代を支払うこともできますが、税

務上の適正地代（土地の相続税評価額の6%）で
ないと子供は親から借地権の贈与を受けたとみ

なされて借地権相当額に贈与税が課税されてし

まいます。そこで、課税を受けないために無償

で借りること（使用貸借）により借地権の贈与

課税を避けることが可能となります。しかし、

使用貸借の場合には、相続時に土地が自用地評

価額になってしまうことや、小規模宅地等の特

例を受けることができないなどの影響がありま

すので、併せて注意する必要があります。

税理士法人レディング 代表税理士 木村英幸
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今回は、賃貸経営にとって興味深い２つの調査

結果をレポートいたします。

一つ目は、不動産ポータルサイト「アットホ

ーム」が行った、2020年4月以降に賃貸住宅を契
約したお客様の「不動産会社に求めること」に

関する意識調査です（複数回答可）。まず、「不

動産会社に問い合わせるきっかけとなった媒体

は？」という質問では、不動産ポータルサイト

が66.3%でダントツのトップで、増えているとい
われているSNSは9.5%でした。この不動産会社
のSNSで物件を見つけた人に「どのSNSで見つけ
ましたか？」と聞くと、YouTube（ユーチュー
ブ）が68.8％と最多で、Twitter（ツイッター）が
56.3%、Instagram（インスタグラム）が50.0%と
続いています。情報量の多いYouTubeがよく利
用されているようですが、SNSが物件探しに活
用される割合は、これからますます増えていく

ことでしょう。

不動産会社ではお客様に、多くの物件を紹介

すべきか厳選して紹介すべきか、意見が分かれ

るところですが、その答えを求めた設問があり

ます。「物件をどのように紹介してほしいです

か？」という問いに対して、「条件に当てはまる

物件はたくさん紹介してほしい」が60.7％、「条
件に当てはまる物件の中から厳選してほしい」

が39.3％と、20ポイントの差になりました。お客
様としては、情報が多い方が希望条件に近い物

件に巡り合える、という想いなのでしょう。

今回の調査で興味深いのが、「物件情報以外に

あったら嬉しい情報は？」という質問です。そ

の回答は、初期費用が70.9%で最も多く、次いで
治安情報が66.7%、公園や学校などの周辺の居住
環境が63.8%、災害リスク・避難場所が54.9%、
家賃相場情報が48.3%と続きました。仲介手数料
や鍵交換代金などの初期費用を知りたい、とい

うお客様が多いので、契約に必要な総額をわか

りやすく知らせる必要がありそうです。また、

災害リスク・避難場所について要望も多く、全

国で被災されたニュースに触れて、住む場所の

安全性を重視する風潮が高まっているようです。

二つ目は、これまで忌避されていた「事故物

件」と、2021年10月に国交省が発表した「宅地
建物取引業者による人の死の告知に関するガイ

ドライン」についての意識と認知度についての

調査結果です（複数回答可）。事故物件専門の部

屋探しサイト「成仏不動産」を運営する株式会

社MARKS（マークス）が実施しました。まず、
「事故物件に住めますか？」という質問には、「い
いえ」が62.9％でダントツ一位でしたが、事故の
内容次第で住めるが23.8%、物件の条件次第で住
めるが22.2%と、意外にも２割以上の方が条件付
きで「住める」と答えました。ちなみに、条件

なしで住めるという回答も3.9%ありました。
つづいて「内容次第で住める」と答えた人に、

「住むことが可能な事故物件は？」と聞いたとこ
ろ、孤独死が69.2%でダントツの一位、火災によ
る死亡が39.1％で二番目になりました。自殺（16.5
％）や殺人（8.3%）と答えた方もいましたが、
やはり事件性のない死因である孤独死物件なら

大丈夫、という方が多いです。さらに「条件次

第で住める」と答えた人に、「どんな条件であれ
ば住めますか？」と質問したところ、リフォーム
されてきれいが83.1%、家賃が安いが82.3%とツ
ートップでした。リフォームと家賃の減額は必

須のようです。他の回答は、便利な場所が66.9%、
築年数が新しいが50.0%、事故から年数が経過が
43.5%と、予想どおりの答えでした。この最後の
「事故から年数が経過すれば住める」と答えた

人に、「何年経った物件であれば住めますか？」
と質問しました。この答えには興味を覚えまし

たが、10年が42.6％、5年が38.9％、3年が11.1％
ということで、ある程度の年数経過を希望して

いるのが実態です。

事故物件については、昨年10月に国交省が告
知に関する「ガイドライン」を作りました。ガ

イドラインでは、賃貸については死亡事故発生

から3年を経過したものについて「告知しなくて
もよい」と定めましたが、今調査の回答者の感

覚とは少しズレがあるようです。ちなみに、「こ
のガイドラインを知っていますか？」という質問に、
知らないと答えた人は77.2%もいました。ほとん
どの人は、このガイドラインを知らないようで

す。また、「賃貸住宅を借りる際、事故の内容は
何年くらい告知して欲しいですか？」という質問に
は、10年が31.4％、なんと31年以上が30.6％もあ
りました。まだまだ契約時の丁寧な説明が必要

なことに変わりないようです。 2


